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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　エクアドル共和国（以下、エクアドルと略す）は工業発展をめざす国家開発計画を提唱し、そ

のための人材育成を重要課題として、労働省所管の職業能力開発機構（ＳＥＣＡＰ）を中心に全国

規模の技能者養成訓練を行ってきた。しかし、その養成訓練のレベルアップを図る必要があること

から、同国は我が国に対して、ＳＥＣＡＰ最大規模の北部地域工業訓練センター（ＣＥＲＦＩＮ）

に対するプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けた国際協力事業団は平成９年３月、基礎調査団を派遣してプロジェクト実施の妥当

性を確認したが、今回は協力に関する基本計画をエクアドル側と協議するため、平成11年１月９～

23日まで、国際協力事業団専門技術嘱託の河西明氏を団長とする事前調査団を現地に派遣した。

　この結果、同調査団は、電気、電子、機械加工、溶接・板金、訓練計画の５分野を対象とする

専門訓練及び向上訓練を、５年以内の協力機関をもって実施することで合意し、ミニッツの署名

を取り交わした。

　本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開に広く

活用されることを願うものである。

　ここに、本調査にご協力頂いた外務省、労働省、雇用促進事業団、在エクアドル日本大使館な

ど、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次

第である。

平成11年２月
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１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

(１) 派遣の経緯

　エクアドルでは、国内産業別ＧＤＰの比率がこれまでの農業と鉱業主導からサービス

業中心へと移行してきており、1980年代には停滞していた工業（平均成長率1.2％）は、

1990年代に入ってからの経済政策に伴い成長率4.4％（1994年）までの回復を見せてい

る。このような状況下、エクアドル政府は国内工業の発展を含んだ国家開発計画を提唱

し、その中で工業発展に貢献する人材の育成を重要課題として掲げている。

　同国で唯一工業分野の職業技術訓練コースを持つ労働省所管のＳＥＣＡＰは、国内

23か所の施設を有し、1966年の設立以降全国規模での技能者養成を行ってきたが、教材

や指導員の質の低下、更には近年の技術の高度化及び複雑化により、工業界が求めるニー

ズ（質と量）に十分に応えられていない状況にある。

　これらの経緯からエクアドル政府は、ＳＥＣＡＰ最大規模のＣＥＲＦＩＮに対する実

習機材や教材の整備、職業訓練指導員の質的向上、カリキュラム再編成等の改革を目的

とした協力支援を我が国へ要請してきた。同要請を受けてＪＩＣＡは、1996年12月に基

礎調査を実施し、プロジェクト方式技術協力実施の妥当性が確認された。今般はその結

果を踏まえ、協力の基本計画をエクアドル側と協議するための事前調査団を派遣するも

のである。

(２) 本調査の目的

　今般調査の目的は、北部地域工業訓練センター向上計画の要請背景の調査並びに要請

分野にかかわる職業訓練ニーズ調査を行い、要請内容の妥当性を確認の上、プロジェク

ト目標等を先方と協議し、マスタープラン（Ｍ／Ｐ）策定の基本的枠組みであるプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を形成すること。またその結果として協議検

討した実施概要をミニッツに取りまとめることである。なお、本調査に先立ち、エクア

ドル工業界における職業訓練ニーズ調査の実施及びＰＣＭワークショップの準備・運営

を目的とした短期調査員（コンサルタント１名）を派遣した。
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１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

(１) 団長／総括　　河西　　明 国際協力事業団専門技術嘱託

(２) 訓練計画　　　藤原　絹子 労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官

(３) 訓練技術　　　掛水　正二 雇用促進事業団国際協力課専門役

(４) 協力企画　　　児玉　郁子 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課

ジュニア専門員

(５) ＰＣＭ手法　　山口　　豊 ＩＣ Ｎｅｔ（株）(コンサルタント）

１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 月日 曜日 行程／宿泊先 調査団 コンサルタント

1月 6日 水 コンサルタント出発 ニューヨーク泊

1月 7日 木 コンサルタント到着 エクアドル・キト着

1月 8日 金 キト 青年海外協力隊（ＪＯＣＶ）

（コンサルタント） 事務所打合せ、大使館挨拶、

ＳＥＣＡＰワークショップ説明

1 1月 9日 土 調査団出発 ニューヨーク泊 国内調査、資料分析

2 1月10日 日 調査団移動 団内打合せ 資料整理

マイアミ泊

（飛行機欠航のため）

3 1月11日 月 調査団エクアドル・ ＪＯＣＶ事務所打合せ、 職業訓練ニーズ調査、

キト着 ＣＥＲＦＩＮ視察、 団内打合せ

団内打合せ

4 1月12日 火 キト 外務省、労働省表敬、 職業訓練ニーズ調査

ＳＥＣＡＰ調査

5 1月13日 水 キト ＳＥＣＡＰ調査

ＰＭ：ＰＣＭワークショップ

6 1月14日 木 キト ＰＣＭワークショップ

7 1月15日 金 キト ＡＭ：ＰＣＭワークショップ ＡＭ：ＰＣＭワークショップ

ＳＥＣＡＰ協議 職業訓練ニーズ調査

8 1月16日 土 キト 団内打合せ及びミニッツ案作成

9 1月17日 日 キト 資料整理

10 1月18日 月 キト／ ＳＥＣＡＰ協議 出国・メキシコ泊

コンサルタント出国

11 1月19日 火 キト ミニッツ協議、作成 機内泊

12 1月20日 水 キト ミニッツ署名・交換 帰国

大使館報告、

ＪＯＣＶ事務所打合せ

13 1月21日 木 キト 出国・メキシコ泊

14 1月22日 金 メキシコ→ 移動

15 1月23日 土 →成田着 帰国
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) エクアドル外務省経済技術協力局

Augusto Saá Corriere 経済技術協力次長

Fernando Bucheli 一等書記官

(２) 労働省

Angel Polivio Chávez 労働大臣

Ramilo Acosta Cerón 労働次官

(３) エクアドルＳＥＣＡＰ

Hernán Vásquez ＳＥＣＡＰ総裁代行

Fernando Carrera ＳＥＣＡＰ技術部長代行

Jairo Goyes Chacón ＳＥＣＡＰ技術協力課長

Angel Verdesoto ＳＥＣＡＰ業務部長代行

Daniel Meneses ＳＥＣＡＰ企画部長

谷口　勝義 ＳＥＣＡＰ個別長期派遣専門家（職業訓練管理）

(４) 北部地域工業訓練センター

Daniel Villacís ＣＥＲＦＩＮ所長

Wigberto Vizuete ＣＥＲＦＩＮ電気・電子科長

Gonzálo Bedoya ＣＥＲＦＩＮ金属機械科長

Róbinson Cárdenas ＣＥＲＦＩＮ自動者整備科長

(５) 在エクアドル日本大使館

鈴木　邦治 特命全権大使

有吉　勝秀 一等書記官

井上　　浩 二等書記官

(６) エクアドルＪＯＣＶ調整員事務所

寺内　光夫 ＪＯＣＶ調整員
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２．要　　約２．要　　約２．要　　約２．要　　約２．要　　約

　本事前調査団は1999年１月11～21日までエクアドルを訪問し、北部地域工業訓練センター向上

計画にかかわる調査及び協議を行った。その結果、プロジェクト方式技術協力の枠組みについ

て、①協力分野は電気、電子、機械加工、溶接・板金、訓練計画の５分野、②協力対象は高レベ

ルの専門訓練並びに向上訓練、③協力期間は５年以内 、などで合意し、合意事項をミニッツ（付

属資料１）に取りまとめて署名を取り交わした。また、プロジェクトの名称については、エクア

ドル側の強い要請で「技術」の語を加え「北部地域工業訓練センター技術向上計画」にすること

とした。

　調査・協議のあらましは次のとおりである。

(１) 日本側提示

　調査団はまず、エクアドルの援助窓口である外務省経済技術協力局、ＳＥＣＡＰの主

管官庁である労働省（労働大臣対応）において本件要請の必要性の再確認を行った。ま

た、ＣＥＲＦＩＮを視察して所要の説明を受け、現状把握を行った。

　ＳＥＣＡＰ総裁代行、ＣＥＲＦＩＮ所長以下主要メンバーとの一連の協議においては、

相手国側が我が国の援助方式を十分理解していない点を考慮し、プロジェクト方式技術

協力について説明したのち、次のような日本側対応案を提示した。

１) 向上訓練及び養成訓練を対象とする（他の訓練はエクアドル側が独自に実施する)。

２) 電気、電子、機械加工、溶接・板金の４分野を対象とし、自動車分野は除く。

(２) エクアドル側の対応

　エクアドル側は、自動車分野を協力対象としないことに難色を示したが、結局は納得

して協議を進め、次の点を調査団に示した。

１) ＳＥＣＡＰは2005年までに人材育成分野において国内の指導的立場に立ちたいた

め、組織の変革と質の高い訓練活動を行う。

２) このため、日本の協力を得てプロジェクトを形成したい。

３) 本プロジェクトに携わるエクアドル側教官を日本人専門家のカウンターパート

（Ｃ／Ｐ）とし、習得した技術は関係者に普及する。

４) カバーする分野は電気、電子、機械加工、溶接・板金の４分野とし、向上訓練と養

成訓練を対象とする。

５) 供与される機材は訓練に必要な機材に限定する。

６) 協力期間は５年かそれ以上とする。
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(３) 協議と合意

　調査団はまた、各科から訓練の現状、目標、課題などについて説明を受け、現状と先

方の意図の把握に努めた。さらにＰＣＭワークショップを開催して問題分析を行い、目

的を明確化した。こうした大枠についての協議・検討の過程を経て、プロジェクトの名

称、協力期間、専門家派遣数、Ｃ／Ｐ受入数、要望機材、技術移転の方法など、プロジェ

クトを形成するにあたっての細目の協議を進めた。

　この過程において、協力の対象を高レベルの専門訓練（テクニコ、テクノロゴ）及び

向上訓練と定め、養成訓練はその対象から外すこととした。また、専門家のためのスペー

ス、機材設置のスペース、運営経費などの予算の確保等の確認を行い、プロジェクト運

営のための合同委員会の設置についても合意した。

　以上、双方の協議で合意された事項をミニッツに取りまとめて１月20日、調査団長と

ＳＥＣＡＰ総裁代行の間で署名を取り交わした。労働大臣もＳＥＣＡＰ理事会代表とし

てミニッツに署名した。
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３．エクアドルの概要と背景３．エクアドルの概要と背景３．エクアドルの概要と背景３．エクアドルの概要と背景３．エクアドルの概要と背景

　エクアドルは、1822年スペインからの独立後政変が繰り返されたが、1972年のクーデターによ

り民族主義的軍事政権が成立した。その後1978年の国民投票で新憲法が承認され、1979年８月の

民政移管以降は民主体制が維持されている。1998年８月の大統領選では国民民主党のジャミル・

マワ元キト市長が選出された。マワ政権は社会政策も掲げつつ、ネオリベラリズム的な経済政策

目標を明確にし、深刻な財政赤字（対ＧＤＰ比70％前後）の改善のため、補助金廃止や金融取引

税を導入している。

　外交面では、欧米、環太平洋諸国との関係強化に力を注いでいる。また、アンデス共同体の加

盟国としてアンデスグループの政治結束への努力も行っており、特にコロンビア、ヴェネズエラ

とは密接な関係を有している。ペルーとの間には国境問題が存在していたが、1995年の和平協定

調印後1998年10月には国境画定の合意に至り、平和的解決に向かっている。

　経済面では、バナナ、エビ、コーヒー等の一次産品が主要であったが、1960年代半ばに石油の

生産が開始されて以降、石油主体の経済構造へと大きく転換した。貿易面でも、石油が輸出額の

30％以上を占めているが、国際価格の変動により安定した外貨収入源にはなっていない。国民所

得水準は、1997年において１人当たりのＧＮＰが1,570米ドルとなっており、低中所得国にラン

クされている。

　マワ政権の今後の課題は、財政赤字の解消、ガス・電気補助金廃止（ＩＭＦの要望)、エルニー

ニョ被害に対する海岸地域の復興、電気通信会社等の民営化、原油等の伝統的輸出品に対する過

剰依存からの脱却等が中心となっている。また、近年増加傾向にある都市部への人口流出によ

り、失業率は9.3％（1997年）と高く、流出してきた労働者を吸収できるだけの雇用の創出も急

務となっている。
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４．国家開発計画の現状と関連４．国家開発計画の現状と関連４．国家開発計画の現状と関連４．国家開発計画の現状と関連４．国家開発計画の現状と関連

　エクアドル国家の開発と、近代化の基盤を築くための政府の方針となる「国家開発計画」は、

大統領就任１年目に副大統領府の国家開発審議会（ＣＯＮＡＤＥ）によって策定、発表される。

現行の国家開発計画は次のとおりとなっている。

(１) エクアドル国家社会開発計画（1997～1998年）

　1997年２月のブカラン大統領解任後のアラルコン新政権は、1998年を21世紀に向けた

根底からの構造変革開始の年と定め、短期的な開発政策課題を設定した。本開発計画で

は、貧困、失業等深刻化している社会問題への対策として、生産分野での人的資源開発

を最重要課題とし、次の政策を定めている。

１) 企業家・労働者間のコンセンサス及び国家の支援を通じて、諸企業の生産増加、生

産性・競争力の改善を達成すること。

２) 公共部門と民間部門における給与決定システムを改革することにより、給与の統一

を推進すること。

３) サービスの近代化と適切な能力養成を通じて「労働・人的資源省」の業務能力を強

化すること。

４) 生産水準と生産性を引き上げること。

５) 訓練の大量化により人的資源の品質改善を図ること。

６) 中小企業を振興すること。

　特に、社会福祉に関する開発戦略の条項として「青年層労働者の形成と養成改善につ

いては、労働省及びＳＥＣＡＰとの間で対策を取り決めるものとする」(Ⅳ－Ｄ－４－青

年）と明記されており、ＳＥＣＡＰはエクアドル唯一の工業分野職業訓練施設として、

今後さらなる貢献が期待されるものである。

(２) マワ新政権の国家開発計画について

　計画策定機関であるＣＯＮＡＤＥが1998年８月の法改正で改廃となったため、現マワ

政権の国家開発計画については未定のままとなっている。エクアドル外務省によると、

現政権は、基本的には前回策定された国家開発計画の路線を踏襲する予定であり、人材

育成についても大幅な政策変更は行わないこととしている。なお、新国家開発計画の策

定については、現在関係省庁にて各部門の草案を検討中とのことである。
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５．産業動向と訓練ニーズ５．産業動向と訓練ニーズ５．産業動向と訓練ニーズ５．産業動向と訓練ニーズ５．産業動向と訓練ニーズ

５－１　工業の概況５－１　工業の概況５－１　工業の概況５－１　工業の概況５－１　工業の概況

　エクアドル工業は、まだ規模が小さく発展途上であるが、同国経済の中で年々重要な役割を

担ってきている。1997年の国内総生産に占める工業の割合は15.5％であり、農林水産業に次ぐ位

置を占める。また近年、工業は順調な成長を続けている。1993～1997年までの５年間、経済成長

率の平均が2.8％であるのに対し、工業分野は平均3.2％の率で成長した。さらにエクアドルの輸

出品の多くは依然、石油、バナナ、エビ等の一次産品であるが、近年になって工業製品の輸出が

急速に伸びており、輸出全体の20％近くを占めるまでに成長している（表－１～３)。

　エクアドルの経済生産の中心である石油生産は、埋蔵量が限られているため限界に近いこと、

農産品の大きな増産は見込めないことから、工業化への期待は非常に大きい。

表－１　エクアドルの主要産業構成
（1997年の国内生産の割合　％）

分野 農林・ 工業 商業 鉱業 金融業 運輸・ 建設業 電気・
水産業 通信業 ガス・

水道

1997 17.6 15.5 15.1 14.0 12.0 9.1 2.4 1.4

1992 17.8 15.2 14.9 12.5 10.9 8.7 2.7 1.5

出所：エクアドル中央銀行年報1998

表－２　エクアドル主要産業の成長の推移
（国内総生産全体及び各分野の成長率　％）

国内 農林・ 工業 商業 鉱業 金融業 運輸・ 建設業 電気・
総生産 水産業 通信業 ガス・

水道

1997 3.4 4.1 3.5 3.3 3.5 2.4 3.9 2.8 2.4

1996 2.0 3.5 3.3 4.4 -1.9 4.6 3.1 2.5 2.8

1995 2.3 3.2 2.2 2.2 3.8 3.5 3.0 -1.4 -3.7

1994 4.3 3.9 4.4 3.6 10.6 4.9 4.2 5.3 3.1

1993 2.0 -1.7 2.5 1.7 11.0 9.2 4.5 -4.3 2.1

出所：エクアドル中央銀行年報1998
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表－３　エクアドルの工業製品の輸出の伸び（単位　億米ドル）

1988 1991 1994 1997

輸出全体額 21.9 28.5 38.4 52.6

工業製品の輸出額 3.3 3.5 6.8 10.1

輸出全体に

　　占める割合　％ （15.1％) （12.3％) （17.7％) （19.2％)

一次産品の輸出額 18.6 25.0 31.6 42.5

出所：エクアドル中央銀行年報1998

５－２　雇用の概況５－２　雇用の概況５－２　雇用の概況５－２　雇用の概況５－２　雇用の概況

(１) 現状

　エクアドルの雇用は、ほかの発展途上国と同様に深刻な問題である。国家統計・国勢

調査局によれば、失業率に実質的な失業である不完全就業率を加えた割合は、50％前後

に達する（表－４)。1998年も主要な政府の財源である原油価格が低かったことに加え

て、エルニーニョ現象による災害で、農業生産・インフラの被害が大きく、経済が悪化

しており、急速な改善の見通しはない。

表－４　エクアドル失業率の推移（％）

1994 1995 1996 1997

失業率 7.1 6.9 10.4 9.2

不完全就業率 45.2 45.9 43.4 40.4

出所：国家統計・国勢調査局、Instituto Nacional de Estadística y Censos

　失業率及び不完全就業率は、それぞれ都市部における失業者及び不完全就業者の経済

活動人口に対する割合を示す。各年の11月の調査をあげた。なお農村部を含めた全国的

な統計は存在しない。

(２) 工業セクターによる雇用

　1992～1997年の間に工業分野の就業者の割合は、16.4％から15.5％に減少した（都市

部での調査)。同期間の工業生産の割合が、15.2～15.5％に上昇していることを考慮する

と、生産性が向上しており、輸出が伸び国際競争力がついてきていることが分かる。な

お人口が増加していることから、割合は減少しても工業分野の就業者の絶対数は、同期

間に７％増加している。エクアドルでは近年の全国的な業種別人口の統計は存在しない
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が、他の中南米諸国と同様に、都市化が進展していることから、この統計は雇用構造の

変化をみる資料となる（表－５)。

　エクアドルは、1990年代になって経済の自由化を一層進めたため、企業は国際競争に

今まで以上にさらされることとなった。エクアドル工業が雇用をあまり増やさずに、生

産を増加させているのは、より高度な技術を導入し、生産性をあげようとしている努力

によるものである。

表－５　エクアドル都市部の主要産業労働人口の割合（％）

分野 農林・ 工業 商業 鉱業 金融業 運輸・ 建設業 電気・ その他

水産業 通信業 ガス・ サービス
水道　

1992 6.6 16.4 30.0 0.5 4.7 5.5 6.8 0.6 28.4

1997 6.8 15.5 28.4 0.4 4.5 5.7 6.0 0.3 32.1

出所：国家統計・国勢調査局、Instituto Nacional de Estadística y Censos
　　　各年７月の調査結果、その他サービスは自営業者、家政婦等を含む多様なサービス業

５－３　工業界の状況５－３　工業界の状況５－３　工業界の状況５－３　工業界の状況５－３　工業界の状況

　エクアドルでは、1990年代に国内産業を保護するための税と輸入関税の控除が撤廃され、また

非貿易障壁も取り除かれ、さらに関税が下げられた。この結果、国内の産業は国際競争に一層さ

らされることとなり、国内向けの産業も輸出に目を向けるようになった。またアンデス共同市場

が機能し始めたことにより、近隣国への工業製品の輸出が増加し始めた。

　このような状況のなかで、産業は高度化することを余儀なくされており、それに伴って職業訓

練の内容も一層改善することが望まれている。

　業種別の状況を表－６、７に示す。

(１) 食料品・飲料

　食料品・飲料の製造業はエクアドル工業のなかでも最大の生産規模をもつ業種である。

また雇用に占める割合も都市部の労働人口の36.1％と極めて大きい。しかし過去８年間

の成長率は1.8％と低い。製品の多くは国内市場向けであり、輸入品の流通が増加するに

つれて、今後も苦しい状況は続くと思われる。今後は輸出向けを考えた新たな農産物加

工業の成長が望まれる。最近では海産物の加工品の輸出が伸びている。

(２) 繊維産業

　繊維産業は、食料品・飲料製造に次ぐ雇用を生んでいるが、その内訳を見ると、技術

を必要としない労働者を最も多く使用している。雇用は1992年の２万2,500人をピーク
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に、1996年には１万4,800人と大きく減少している。同期間の生産は増加しているので、

生産性は50％以上も上昇した。これは設備を海外から輸入し、従来の労働集約型産業か

ら近代的な技術へと脱皮しようとしているためである。

　ＣＥＲＦＩＮのあるピチンチャ州の繊維産業会会長によれば、ＳＥＣＡＰの職業訓練

は機材のメンテナンスの技師のほかには、同産業界とは接点が少ないとのことであ

る。従来の労働集約には技術はあまり必要とされず、最新の自動機械を扱う技術は今の

ＳＥＣＡＰにはないとのことであった。

(３) 機械・金属産業

　機械・金属産業は1990年代になって急速に成長している業種である。まだ量的には少

ないものの、金属加工品の輸出は最近の10年間で10倍以上も伸びており、工業製品のな

かで最も急速に増えたものの１つである。

　アンデス諸国や南米共同市場への輸出が増えるにつれて成長が期待できる。産業の近

代化の必要に迫られ、エクアドル金属・機械産業会は、デュアルシステムによる職業訓

練のプログラムをＳＥＣＡＰに対して提案している。

(４) 自動車

　エクアドル自動車工業会によれば、エクアドルには４社の自動車組立会社（ノックダ

ウン）と50社の部品会社があるが、1997年からは自動車組立会社１社が生産を停止して

いる。1997年の組み立て台数は２万5,125台で、１／４はコロンビアなどへ輸出された。

これはアンデス共同市場の税的優遇制度を利用したものである。しかし南米では、ブラ

ジルとアルゼンティンに真の競争力のある世界の主要メーカーの生産施設があり、域内

の貿易の自由化が進むにつれてエクアドルの組立会社の存続が危ぶまれる。

　組立会社は１社で複数のメーカーの車を組み立てているが、車種はシボレーが多い。

また一方で1996年には１万2,000台の乗用車が輸入された。車種は多様であるが、日本

車、韓国車、米国車ではシボレーが比較的多い。大手の輸入ディーラーは国内に系列の

整備工場を持っているが、大都市のキト市とグアヤキル市にはあるものの、地方にはほ

とんどないようである。

(５) 木材加工

　木材加工・木工品は近年エクアドルの工業で成長の大きい部門であり、輸出の割合も

大きい。急成長する分野として職業訓練のニーズが生まれている分野であるため、企業

を訪問し訓練について調査したところ、最大手のＡＣＯＳＡ社などは、社内に大規模な
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職業訓練施設を持ち、自社の職員だけでなく系列会社、顧客に広く訓練サービスを提供

していることがわかった。

表－６　工業業種生産の割合と成長率

生産に占める割合（％） 1990～1997年の
1997年 年平均成長率（％）

食品・飲料製品・タバコ 5.0 1.8
繊維・衣料・皮革 3.2 1.3
非金属・金属加工 2.0 6.6
紙・印刷・製本 1.4 5.3
金属機械・機器 1.1 5.9
化学・ゴム・プラスチック 1.1 2.6
木材・木工・家具 0.8 3.2
その他 0.9 －
工業全体 15.5 2.9

出所：エクアドル中央銀行年報1998

表－７　エクアドルの工業の業種別労働人口の割合

工業の業種 割合（％)
食品・飲料製品 36.1
タバコ 0.3
繊維製品 9.2
衣料（なめし皮・染色した皮等） 3.5
なめし皮（かばん、手さげ袋等） 3.0
木又はコルク製品・木工品・（ただし家具を除く） 3.2
紙及び紙製品 4.5
製本・印刷・録音・録画製品 4.0
コークス・石油製品 0.2
化学品 6.4
ゴム・プラスチック製品 6.0
その他の鉱物製品（非金属品） 5.1
金属製品 1.8
金属加工品（ただし機械類を除く） 3.7
機械類 2.7
電気機械・器具 1.0
ラジオ・テレビ・通信機器 0.1
医療・光学精機・時計 0.1
自動車・牽引機等 2.3
その他の輸送機器 0.5
家具製造 0.4
出所：国家統計・国勢調査局、工鉱業アンケート調査1996年、主要都市で従業員
　　　10名以上の企業に対して行った調査、従業員９名以下の小・零細企業は含
　　　まれていない。



－13－

５－４　職業訓練ニーズ調査５－４　職業訓練ニーズ調査５－４　職業訓練ニーズ調査５－４　職業訓練ニーズ調査５－４　職業訓練ニーズ調査

　ＳＥＣＡＰを含めて、職業訓練ニーズ調査がほとんど行われていないことが、まず問題として

あげられる。訓練機関側（ＳＥＣＡＰを含む）からも企業側（工業会議所等）からも組織的な調

査は実施されていない。協力を実施する際には訓練のニーズの詳細を把握しておく必要がある。

　数少ない調査のうちでは、ＳＥＣＡＰの企画部調査・研究課と北部・中央・南部・臨海の４支

局のそれぞれの管理課は世界銀行の融資（ＰＲＥＤＡＦＯＲＰ）による支援を受けて、1995年に

エクアドルの主要13市の企業に対して技術訓練のニーズ調査を実施した。ＣＥＲＦＩＮがその訓

練生の多くを受け入れているキト市の調査結果は表－８にあるとおりである。調査は10名以上の

労働者を雇用する製造業分野の企業へのサンプリング調査によるものである。基本的にはＳＥＣ

ＡＰの実施しているコースに対するニーズ調査の形式で行われたため、ＳＥＣＡＰの実施してい

ないコースについての回答は少なく、正確なニーズ調査とは言いがたいが、全体的な分野の傾向

を知る参考となる。

　調査結果では、機械・金属加工のコースへの需要が最も多く、それに繊維、電気・電子が続

く。自動車整備への需要もそれらに次いで多い。機械・金属加工と電気・電子はそれぞれの業種

だけでなく、広く多様な業種で必要とされることも需要の多さとして考えられる。また調査の結

果、比較的大きな企業を代表する工業会議所、産業会からもＳＥＣＡＰへの訓練協力要請がある

一方で、ＳＥＣＡＰが訓練の対象としているのは、中小・零細企業であることがわかった。

表－８　工業関連分野の職業訓練ニーズ調査

職業訓練を必要とする人数 割合（％）

機械・金属加工 12,331 47.4

繊維 2,647 10.2

電気・電子 2,511 9.6

自動車整備 2,273 8.7

木工・家具 2,105 8.1

縫製 1,191 4.6

印刷 1,011 3.9

建設 547 2.1

企業経営 521 2.0

重農機械 474 1.8

農産品加工 280 1.1

皮革・靴 110 0.4

手工芸 29 0.1

　　　 計 26,030 100.0

出所：工業分野の企業における職業訓練のニーズ調査、ＳＥＣＡＰ企画部1996年
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５－５　エクアドルの中小企業の現状５－５　エクアドルの中小企業の現状５－５　エクアドルの中小企業の現状５－５　エクアドルの中小企業の現状５－５　エクアドルの中小企業の現状

　ＳＥＣＡＰの訓練生の多くが所属するエクアドルの中小企業の状況に関する統計、資料は極め

て少ない。しかし中小企業のほとんどは、キト及びグアヤキル周辺に存在することが分かってい

る。特にキト周辺（ピチンチャ州）には、全国の１／３以上の中小企業が集まっている。中小企

業の状況を知るため、平均的なエクアドルの中小企業像を調べてみた。

　なお、この調査は社会・経済・技術調査所（ＩＮＳＯＴＥＣ）が1994～1995年の間に、エクア

ドルの126社の中小企業に対して行ったものである。調査はドイツのコンラッド・アデナウアー

財団の協力を得て実施された。対象企業の業種は、食料品・飲料・タバコ、繊維・衣料・皮革、

化学製品、石油・石炭製品、ゴム製品・プラスチック製品、機械・金属製品の製造業である。エ

クアドルの製造業における平均的な中小企業像（従業員10名以上100名未満）は次のとおり。

(１) 概要

　会社形態をとっており、創業から20年くらいの年月を経ている。1,000平方メートルほ

どの敷地に、セメントと金属による建物を所有している。ディーゼル油と石炭による発

電機を持ち、３相交流電気を使用し、水道・下水は公共のものを利用している。電話・

ファックスは備えている。

(２) 人材

　企業の幹部は40歳前後の男性で高等教育を受けており、その企業では勤続10年程度の

経験者である。労働者の平均像は、32歳の男性で、勤続年数は７年である。人材の募集

方法は、企業内の人材からの縁故が最も多く43％、これに次いで新聞・雑誌等の利用が

40％となっている。

　中小企業労働者の学歴は、65～70％が中学校卒業以下の学歴であると推定される。こ

れはエクアドル人全体の平均学歴が小学校５年であること（エクアドル教育文化省の1993

年の発表）に比較すれば高い。

　エクアドルの中小企業の、現在の低い技術レベル（自動機械は約30％にすぎない）に

対応した水準といえる。しかし、エクアドルの中小企業もグローバリゼーションの進展

により、国際競争にさらされ、技術の高度化に対応しなければならない状況を考えると、

基本的な国語、算数の能力すら不足すると推定される（表－９)。

(３) 出身学歴

　また、もうひとつの問題点として、工業高校及び専門学校卒業生の割合に対し、製造

業分野の企業に勤務する割合が少ないことがあげられる。これは中小企業のみでなく、

製造業全般にいわれていることである。このことからは、技術教育の現状が産業のニー



－15－

ズにあっていない、という問題があるのではないかと懸念される。工業系中等教育（工

業高校及び工業専門学校）の卒業生は中等教育の約10％を占めているが、卒業生が工業

分野に職を得る可能性は多くない。工業高校の学校数と生徒数は増加してきたものの、

教育の質的な向上の必要が指摘されている（表－10)。

表－９　中小企業労働者の学歴（％）

小企業 中企業

なし 0.5 0.0

小学校（中退） 8.1 4.6

小学校（卒業） 34.1 35.9

中学校 26.0 23.5

高校（そのうちの工業高校） 26.2（7.4） 22.9（5.2）

専門学校（そのうちの技術系） 1.6（1.2） 3.3（3.3）

大学 3.4 7.8

工科大学 0.2 2.0

出所：ＩＮＳＯＴＥＣによるアンケート調査（中小企業126社734名の労働者に対するアンケート結果)
ここでは小企業とは従業員10～49名の企業、中企業とは従業員50～99名の企業をさす。

表－10　技術系中等教育卒業生の割合

卒業生の 合計数 （うち男性） （うち女性）
割合(％)

工業高校 7.6 6,582 （5,902） （680）

工業専門学校 2.2 1,878 （964） （914）

普通科高校 54.7 47,299 （24,243） （23,056）

商業高校 30.2 26,110 （5,132） （20,978）

農業水産高校 2.8 2,420 （1,732） （688）

美術系高校 0.4 331 （152） （179）

教員養成系高校 2.1 1,846 （601） （1,245）

　　 合計 100.0 86,466人 （38,726） （47,740）

出所：教育文化省、1992～1993年度の卒業生
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(４) 訓練

　企業の抱える最大の問題として、22％の企業が「労働者の訓練不足」をあげており、

これに「原料の品質が悪いこと」(21％)、｢販売市場が不足していること」(21％）が続

く。訓練の方法としては、訓練コース・セミナー校の利用が55％と最も多く、23.5％の

企業が企業内での訓練をあげた。30％の企業は、企業の予算をまったく訓練にあててい

ない。21％の企業が１～５％の予算を、10％の企業は6～10％の予算を、訓練にあててい

る。

　ＳＥＣＡＰの訓練については、中小企業家から、量的にも質的にも不十分であるとさ

れていることがＩＮＳＯＴＥＣの調査報告書で指摘されている。

(５) 機械設備

　84％の企業は外国製の機械を利用している。49％の企業は平均10年の使用年数で、34

％の企業は平均20年の使用年数である。機械の29％は自動で、39％は半自動、17％は手

動、11％はすべて手作業による生産を行っている。

　生産技術については、39％の企業が国産であり、41％の企業は外国産の技術であると

答えている。技術の輸入元としては、アメリカ（13％）が多い。
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６．職業訓練の現状と問題点６．職業訓練の現状と問題点６．職業訓練の現状と問題点６．職業訓練の現状と問題点６．職業訓練の現状と問題点

(１) 職業訓練の実態

　エクアドルでは、これまでに出された国家社会開発計画や活動計画のなかで、第二次

産業の発展と、これにより失業者・不完全就業者を減少させ、国民の相当部分を占める

貧困層の所得・生活を向上させることが目的とされてきた。第二次産業については、1993

年のアンデスグループ加盟による域内関税撤廃、1995年のＷＴＯ加盟による経済自由化

促進の結果、エクアドルも否応なしに、製造手法の近代化、製品品質の向上等による国

際競争力の向上を求められている。

　しかし、エクアドルの第二次産業を支える多数の中小、零細企業では、良質の技能者、

技術者の需要が高まっているにもかかわらず、コストの制約等から個々の企業では対応

が困難となっている。

　企業で行われている職業訓練については、1994～1995年にＩＮＳＯＴＥＣが国内126社

の中小企業に対して行った調査によると、全体の22％の企業が「労働者の訓練不足」を

企業の抱える最大の問題としてあげている。訓練方法については、企業内で訓練を行っ

ている企業が全体の23.5％で、55％の企業は外部の訓練コースを利用、30％の企業は予

算を全く訓練にあてていない。

(２) 公的訓練の問題点

　エクアドルでは、従来から雇用保険を財源として運営されるＳＥＣＡＰ傘下の職業訓

練センターにおいて、技能者養成、再訓練を行ってきた。

　ＳＥＣＡＰの運営財源は、社会保険料（全体の65％、1997年)、政府補助金（25％)、

営業収益（10％）となっているが、国家財政の厳しさに加え、予算が計画通りには交付

されていないため運営費不足の状態にあり、傘下の訓練センターにおいても十分な運営

費が確保されていない。

　従来はＣＥＲＦＩＮ等各センターが、各支局、ＳＥＣＡＰ、を通じて予算要求してい

たが、予算が大蔵省から交付されるときも、各支局ＳＥＣＡＰ、を通して降りてくるた

め、途中で減額されたりしたことがあったようである。これを改善するため、1999年か

ら（１月承認、４月実施）は、予算要求はＣＥＲＦＩＮから支局を通さず、ＳＥＣＡＰ、

大蔵省へ、予算交付は大蔵省から直接ＣＥＲＦＩＮになされる等、予算の示達に関して

何らかの改善がなされるとのことであった。

　ＣＥＲＦＩＮ施設の視察を行った結果でも運営費の不足は明らかで、各科で使用して

いる機材は、30数年前のドイツの供与による機械など古いものが中心で、数量も不足し
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ていた。加えて、周辺機材（計測機器、工具等）の不足、訓練教材の欠如（教材は訓練

受講生が持ち込み）があった。このような状況では、訓練時間をかけても時代のニーズ

に合った技能者の養成は難しいと思われる。

　また、訓練指導員の養成については、ＣＥＲＦＩＮなどに養成コースがある（別添１）

が、指導技法等は講義が中心で実技訓練は多くない。そもそも実技訓練については、機

材不足等により、状況は一般の訓練同様多くを望めない状況である。指導員の再訓練に

ついては、年間数名を日本、ドイツなど技術協力国に研修に派遣している（別添２）が、

国内における再訓練機会は現状ではほとんどない。

　ＣＥＲＦＩＮの職業訓練における問題点を取りまとめると、次のとおりである。

１) 訓練用機材の大部分は老朽化し、数量も不足している。また、周辺機器（計測機器、

工具等）の不足や訓練教材の欠如（教材は訓練受講生が持ち込み）もあり、職業訓練の

実施そのものに支障を来している。

２) 訓練用機材は、基本実習機材のみで、高度な応用技術用機材はほとんどないため、

現地企業の技術の高度化、複合化に対応することができない。

３) 前記１)、２)、の状況にも関係するが、指導員においても産業界が求めるレベルの

機材を使って指導を行う機会がないため、指導できる技術が限定されている。また、現

職の指導員の継続的な再訓練の機会がない。
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７．要請内容７．要請内容７．要請内容７．要請内容７．要請内容

７－１　要請の背景７－１　要請の背景７－１　要請の背景７－１　要請の背景７－１　要請の背景

　エクアドルは工業化とインフラ整備に力を入れており、また、産業界に対して質の高い労働力

を提供すべく、優秀な技術者の養成に努めている。ＳＥＣＡＰは、設立から33年間にわたり優秀

な技術者を多く養成してきたが、技術の革新及び機材の不足から、現在では質・量共に十分に応

えられない状況にある。

　エクアドル国内では日本製の車両や機械が多く、それらの利用やメンテナンスに適した技術レ

ベルの向上が必要となっている。また、日本の職業訓練は非常に進んでいるため、エクアドル政

府は我が国に対して、次のような二国間における技術協力を要請することとした。

７－２　日本側の投入７－２　日本側の投入７－２　日本側の投入７－２　日本側の投入７－２　日本側の投入

(１) 専門家派遣 計７名

自動車整備 １名

電気機器 １名

電子機器 １名

溶接・板金 １名

機械加工 １名

プロジェクトリーダー １名

調整員 １名

(２) Ｃ／Ｐ研修（記載なし）

(３) 機材供与

　機材供与の要請は５分野で総計額600万米ドル。主要機材は次のとおり。

自動車整備…教材用自動車及びエンジン、測定器等

電気機器……シーケンサー、油空圧実習装置、電気冷蔵庫等の家電製品

電子機器……安定化電源、マイコン実習装置、各種測定装置、回路実習機等

溶接・板金…ＮＣプレスブレーキ、各種溶接機、溶接ロボット

機械加工……ＮＣ機械、ＣＡＤ等
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(４) プロジェクト内容

　ＳＥＣＡＰは講師の質的レベルが十分でなく、訓練機材及び教材も老朽化していると

して、要請された協力の内容は次のとおりである。

１) 講師陣の質的向上

２) カリキュラム改善及び教材開発

３) 教材の供与

７－３　エクアドル側の投入７－３　エクアドル側の投入７－３　エクアドル側の投入７－３　エクアドル側の投入７－３　エクアドル側の投入

(１) プロジェクトサイト：ＣＥＲＦＩＮ

　全国23の訓練センターで最初に設立された最大規模の施設（敷地３万3,358平方メート

ル、施設面積１万4,000平方メートル)。

(２) Ｃ／Ｐの配置予定　計25名

（管理・事務部門）計10名

　　管理：７名（センター所長、次長、各科１名×５）

　　事務：３名

（職業訓練指導員部門）計15名

５分野×３名（金属・機械加工科18名、電気・電子科14名、自動車整備科17名の現

職指導員から選抜予定）

(３) プロジェクト運営経費

　ＳＥＣＡＰの運営予算は、社会保険機構（ＩＥＳＳ）を通じて全労働者から支払われ

る社会保険料の一部（給与の0.5％に相当）による公的資金、独自の収益及び海外からの

融資により賄われている。プロジェクト実施のための予算については、特別予算措置を

政府に申請する予定。
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８．エクアドル側のプロジェクト実施体制８．エクアドル側のプロジェクト実施体制８．エクアドル側のプロジェクト実施体制８．エクアドル側のプロジェクト実施体制８．エクアドル側のプロジェクト実施体制

８－１　ＳＥＣＡＰの組織及び事業概要８－１　ＳＥＣＡＰの組織及び事業概要８－１　ＳＥＣＡＰの組織及び事業概要８－１　ＳＥＣＡＰの組織及び事業概要８－１　ＳＥＣＡＰの組織及び事業概要

(１) ＳＥＣＡＰの組織

　ＳＥＣＡＰは、首都キトに本部を置く労働省所管の機関で、1966年の設立以来、多く

の技能労働者、中級管理者を育成してきた。製造業のみならず商業及びサービス業のた

めの各種の訓練コースを実施している。

　ＳＥＣＡＰの組織は別添３のとおりである。運営に関する基本方針については、政労

使のメンバーからなる理事会で協議して決定しており、独立性の高い組織として運営さ

れている。理事会の決定を受けて、ＳＥＣＡＰ総裁と本部部長及び各支局長からなる運

営委員会で職業訓練に係る細部を決定し、これを北部、中部、南部、臨海の４地方支局

を通じて23の職業訓練センター（４大センターとその他のセンター）において実施して

いる。理事会メンバーは、政府側は、労働大臣、文部大臣、通産大臣及びＣＯＮＡＤＥ

代表の４名、労働者側と使用者側はそれぞれ２名ずつの合計８名である。

　なお、ＳＥＣＡＰで実施している訓練分野と各支局センター別の訓練受講生割合につ

いては、別添４のとおりとなっている。

(２) 訓練コース概要（別添５参照）

１) 職業訓練センターの訓練コース

　エクアドルの第二次産業を支える多数の中小、零細企業はコストの制約等から、自

ら在職者訓練を行うことが困難となっている。そこでＳＥＣＡＰは、傘下の職業訓練

センターにおいて、在職者に対する技術訓練、再訓練を行ってきた。

　ＳＥＣＡＰ傘下の職業訓練センターで実施している工業技術分野は３種の訓練モー

ドに分類され、それぞれの訓練形態は次のとおりとなっている。

ａ) 養成モード(Modo de Formación)

・若年者訓練（FORMACION DE JOVENES、13～18歳、２～３年間）

・成人訓練（FORMACION DE ADULTOS、18歳以上、１年間）

ｂ) 能力向上モード（Modo de Capacitación）

・向上訓練（CAPACITACION、企業在職者、短期間）

ｃ) 専門モード（Modo de Perfeccionamiento）

・技能者（テクニコ）訓練（ESPECIALIZACION DE TECNICOS）

・技師（テクノロゴ）訓練（TECNOLOGOS）

　なお、ａ)、ｂ）に属する３訓練がコース数、受講者、実施時間総数とも多く、訓練



－22－

形態の主流となっているが、今後ＳＥＣＡＰとしては質の高い上級レベル技能者を育成

していくため、専門モードの訓練に力を入れたいと考えている。

　専門モードの技術者訓練及び技師訓練についての概要は次のとおり。

・技能者訓練（テクニコ養成）

対 象 者：工業高校卒業後企業での就業経験がある者

訓練形態：１年６か月（内６か月の企業内訓練）10月入校

時 間 帯：7:00～12:00

実施状況：金属・機械科　４コース実施している

　　　　　電気・電子科　４コース実施している

・技師訓練（テクノロゴ養成）

対 象 者：テクニコを終了した者あるいは大学４年卒業（工業短大レベル：

大学は６年間）

訓練形態：１年（在職者対象）10月入校

時 間 帯：17:00～21:00

実施状況：金属・機械科　実施していない

電気・電子科　工場自動化の１コースのみ実施

（１期生が卒業し現在２期生の訓練を行っている）

２) ＣＥＲＦＩＮの向上訓練

　ＣＥＲＦＩＮにおいても、数多くの在職者訓練（向上訓練）が行われている（別添

６）が、この在職者訓練への入学資格は、①企業に在職し、受講コース関連分野に従事

していること、②専門分野における基礎知識、もしくは中卒同等の基礎を有しているこ

と、③書類提出が可能であることとなっている。

(３) 訓練体系及びカリキュラム概要

　金属・機械科及び電気・電子科のカリキュラムについては、別添７のモジュールで示

されていようにコースごとにワンセットで組まれている。そして、各コースごとに別添

８のように、コース概要や目標、履修内容を決めた学習計画が作成されている。

　しかし、前述のように訓練機材に制限があることから、これらの訓練内容は企業等の

訓練ニーズを反映したものとはなっておらず、また、モジュールに示されている訓練の

なかには機材や指導員の制約から実施されていないものもある。

　本調査で実施したＰＣＭワークショップにおける議論を通じて、ＣＥＲＦＩＮ側も企

業ニーズに対応した訓練コース、カリキュラムの必要性について認識を深めたと思われ

る。また、先般のＣＥＲＦＩＮ組織改革において広報援助開発部門を新たに独立させた
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ことで、企業との連携の改善が期待される。

８－２　ＳＥＣＡＰとＣＥＲＦＩＮの組織関係８－２　ＳＥＣＡＰとＣＥＲＦＩＮの組織関係８－２　ＳＥＣＡＰとＣＥＲＦＩＮの組織関係８－２　ＳＥＣＡＰとＣＥＲＦＩＮの組織関係８－２　ＳＥＣＡＰとＣＥＲＦＩＮの組織関係

　ＣＥＲＦＩＮは、ＳＥＣＡＰ傘下の北部支局の下に位置するセンターで、施設の規模、訓練受

講生数等からみると、国内で最大のセンターである。

　ＣＥＲＦＩＮの組織は別添９のとおりであり、現在の組織は1999年３月実施の組織改変後のも

のである。所長の下に総務・経理部門、技術指導部門、健康管理部門等があり、さらに大きく分

けて、金属・機械科、運輸装置科、電気・電子科、皮革・靴科、木工・家具科及び建築科の６つ

の技術部門がある。

８－３　建物、施設等の計画８－３　建物、施設等の計画８－３　建物、施設等の計画８－３　建物、施設等の計画８－３　建物、施設等の計画

　ＣＥＲＦＩＮはプロジェクト実施のために既存教室・実習場を別添10のとおり改装する計画を

立てている。

８－４　プロジェクトの予算措置８－４　プロジェクトの予算措置８－４　プロジェクトの予算措置８－４　プロジェクトの予算措置８－４　プロジェクトの予算措置

　ＣＥＲＦＩＮはＳＥＣＡＰ本部に対し、５年間のプロジェクト実施予算を別添11のとおり積

算・申請している。

８－５　Ｃ／Ｐ配置計画８－５　Ｃ／Ｐ配置計画８－５　Ｃ／Ｐ配置計画８－５　Ｃ／Ｐ配置計画８－５　Ｃ／Ｐ配置計画

　現在の電気・電子科及び金属・機械科の指導員の構成については、別添12のとおりである。プ

ロジェクト開始後の日本人専門家に対するＣ／Ｐの配置予定については、別添13のとおりで、電

気・電子科は学科主任を含む６名、金属・機械科は同じく11名となっている。また、この２つの

技術分野に加え、訓練計画分野の専門家に対するＣ／Ｐの配置をＳＥＣＡＰに対して要求した。

具体的に考えられるのは、ＳＥＣＡＰ企画部調査・研究課とＣＥＲＦＩＮ技術指導部（ＵＴＰ：

UNIDAD TECNICA PEDAGOGICA）の職員である。

８－６　政府関係機関の支援体制８－６　政府関係機関の支援体制８－６　政府関係機関の支援体制８－６　政府関係機関の支援体制８－６　政府関係機関の支援体制

(１) 外務省経済技術協力局

　外務省経済技術協力局次長によると、ＣＯＮＡＤＥが憲法改正により廃止されたこと

により、今後の経済開発については、計画部門を大統領府の計画部門が担当し、国際協

力関係は大蔵省に新たに作られるエクアドル対外協力庁（ＡＧＥＣＥ）が担当する予定

とのことである。協力庁は、主にエクアドル国内における国際協力の優先度を決定する

機能で、具体的な協力計画やプロジェクト関係の対外交渉については、引き続き外務省
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が担当していくこととなる。なお、経済協力局には、最近在京エクアドル領事館勤務を

終えて帰国したばかりの日本担当官がおり、次長とともに、今後の日本との協力体制の

確立をめざし尽力していく旨説明があった。

(２) 労働省

　労働省は、法律上はＳＥＣＡＰを所管する官庁ではあるが、実際には労働大臣が

ＳＥＣＡＰの理事会メンバーとなっているのみで、直接的な管理等は行っていない。

　労働大臣によると、エクアドルの産業は中小・零細企業によって支えられており、そ

の内容も先進的なハイテク企業ではなく、存続の危機に迫られている企業が多いとの

ことである。このような中小・零細企業で働く労働者の訓練を実施している機関は、

ＳＥＣＡＰがほぼ国内唯一となっているため、エクアドル国内のＳＥＣＡＰに対する期

待は大きい。また、現政権が行政組織の効率化をめざしていることもあり、ＳＥＣＡＰ

に対しては、さらに独立性を高め、自主運営のうえ発展してほしいとの意向がある。
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９．第三国の協力概要９．第三国の協力概要９．第三国の協力概要９．第三国の協力概要９．第三国の協力概要

　ＳＥＣＡＰは「エクアドル・ドイツ技術学校」がその前身であり、1973年まではドイツが主要

な援助国であった。その後もドイツを始めとするヨーロッパ諸国からの援助は続けられていたが

（別添14)、５年ほど前からそれらの国々の援助は縮小され、また、世銀からの援助は停止となっ

た。その理由は、援助調整窓口であるＣＯＮＡＤＥの調整機能の弱体化が主な原因とされている

が、1998年８月にはＣＯＮＡＤＥ自体も改廃された。現在の援助調整業務は外務省経済技術協力

局が代行しているが、今後の方針は明確にはされていない。

　国内においては、工業系分野に対する第三国からの協力はないが、現在もドイツへは年間数名

の研修生を派遣しており、インストラクターに対する指導を受けている。

　その他の分野に対する協力については、現在スイスの援助機関である「スイスコンタクト」が

ＣＥＲＦＩＮに対し３年間の協力を実施中である。その内容は皮革分野（1999年まで）及び木工

分野（2000年まで）となっており、技術移転のための資金協力と専門家派遣が行われている。
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1010101010．日本の他の技術協力との関連．日本の他の技術協力との関連．日本の他の技術協力との関連．日本の他の技術協力との関連．日本の他の技術協力との関連

　ＳＥＣＡＰに対しては、これまでも専門家派遣（長期専門家５名、短期専門家３名)、ＪＯＣＶ

派遣、機材供与等の技術協力を実施している。本プロジェクトに係るＳＥＣＡＰ本部部局及び

ＣＥＲＦＩＮに対する協力内容は次のとおりである。

(１) 個別専門家派遣

　津端　勝造　専門家（ＳＥＣＡＰ／質管理アドバイザー／長期／1994.4. 5～1998.4. 4)

　谷口　勝義　専門家（ＳＥＣＡＰ／職業訓練管理　　　／長期／1998.7. 4～2000.7. 3)

　木山　正博　専門家（ＣＥＲＦＩＮ／自動車機械学　　／長期／1995.4. 6～1997.4. 5)

　佐古田　勝　専門家（ＣＥＲＦＩＮ／自動車機械学　　／短期／1999.1.13～1999.3.12)

(２) 協力隊派遣

　ＣＥＲＦＩＮに対しては、これまで10名程度ＪＯＣＶ隊員を派遣しており、その分野

は電気、電子、機械、溶接、自動車整備等となっている。調査団訪問時にも谷智美隊員

（電子機器）がマイクロプロセッサーに関する技術指導員として活動中であった。

(３) 単独機材供与

　自動車整備及び電子工学分野の訓練用機材が、ＳＥＣＡＰ４支局下の主要訓練センター

に供与されている（1996年)。

(４) 無償資金協力

　エクアドル政府は、訓練機材の不足により同国産業界の求める技能者の育成に十分対

応できていないという現状に対処するため、ＳＥＣＡＰ４支局下の主要訓練センターへ

の機材供与（10億円程度）を申請中である（1998年度案件)。対象となっているセンター

はアンバト工業訓練センター、臨海地域工業センター、クエンカ工業訓練センター及び

キト女性職業訓練センターであり、本プロ技協のサイトであるＣＥＲＦＩＮは含まれて

いない。
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1111111111．ＰＣＭワークショップ．ＰＣＭワークショップ．ＰＣＭワークショップ．ＰＣＭワークショップ．ＰＣＭワークショップ

1111111111－１　ワークショップの開催状況－１　ワークショップの開催状況－１　ワークショップの開催状況－１　ワークショップの開催状況－１　ワークショップの開催状況

　次に示した形でＰＣＭワークショップを実施した。ワークショップはＳＥＣＡＰ本部及び

ＣＥＲＦＩＮの双方から参加者を得て活発に意見が提示され、日本側との意見交換を行った。初

日にはエルナン・バスケスＳＥＣＡＰ総裁代行も参加し、２日目にはＣＥＲＦＩＮの電気・電子

訓練コースと、金属・機械訓練コースから多数の指導員の参加を得た。

(１) 場所：ＳＥＣＡＰ本部会議室、キト市

(２) 日程：

　　13日（水）午後 ＰＣＭの手法解説、参加者分析、問題分析

　　14日（木）午前・午後 問題分析、目的分析

　　15日（金）午前 目的分析

(３) ワークショップ参加者リスト：

１) ＳＥＣＡＰ

エルナン・バスケス Hernán Vásquez （総裁代行）

フェルナンド・カレーラ Fernando Carrera （技術部長代理）

ハイロ・ゴジェス・チャコン Jairo Goyes Chacón （技術協力課長）

アンヘル・ベルデソート Angel Verdesoto （業務部長代理）

２) ＣＥＲＦＩＮ

ダニエル・ビジャシス Daniel Villacís （ＣＥＲＦＩＮ所長）

ゴンサロ・ベドーヤ Gonzalo Bedoya （金属・機械科長）

ガブリエル・ロペス （金属・機械科）

カルロス・パレデス （金属・機械科）

ミゲル・ガルシーア （金属・機械科）

オズバルド・グアロート （金属・機械科）

ロビンソン・カルデナス Róbinson Cárdenas （自動車科長）

ウイグベルト・ビスエテ Wigberto Vizuete （電気・電子科長）

カルロス・クエジェル Carlos Cueller （電気・電子科）

グスタボ・ビスエテ Gustavo Vizuete （電気・電子科）

レネ・エーガス René Égas （電気・電子科）

ボリーバル・モンテーロ Bolívar Montero （電気・電子科）
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３) 日本側

河西　　明　（国際協力事業団専門技術嘱託）

藤原　絹子　（労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官）

掛水　正二　（雇用促進事業団国際協力課専門役）

児玉　郁子　（国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課ジュニア専門員）

谷口　勝義　（ＳＥＣＡＰ個別長期派遣専門家）

４) モデレーター

山口　　豊　　ＩＣ  Ｎｅｔ　コンサルタント

５) 通訳

鈴木　恵子

1111111111－２　ＰＣＭによる分析－２　ＰＣＭによる分析－２　ＰＣＭによる分析－２　ＰＣＭによる分析－２　ＰＣＭによる分析

(１) 参加者分析

　北部地域工業訓練センターをめぐる外部状況についてはすでに基礎調査団による報告

がなされていること、また短期間に北部地域工業訓練センターに関係するすべての対象

をあげ、詳しい検討を行うことは日程上不可能であるので、今後、本プロジェクトとの

かかわりが想定される主な関係機関を列挙して双方で確認するにとどめた。

　ＳＥＣＡＰの主要部署からＣＥＲＦＩＮへの支援は予想外に少なく、またＣＥＲＦＩＮ

ではＳＥＣＡＰの管理から独立することによって運営を改善したいという希望が指導員

の間にうかがえた。これまで予算の管理はＳＥＣＡＰを通して行われているが、今後の

案として大蔵省にＣＥＲＦＩＮが予算を直接請求できるようにする改革も検討されてい

ることがわかった。

　エクアドル労働省の北部地域工業訓練センターに対する影響力はそれほど大きくない

と言える。理事会には、労働界の代表に加えて教育文化省や通商産業漁業省などの関係

省庁と工業会議所と建設商業会議所の代表が参加している。労働大臣は理事会の議長を

努めるにすぎず、重要事項の決定には理事会の承認を得なければならず、人事も含め労

働省の権限はかなり限られている。

　工業会議所、小企業会議所、産業組合（繊維工業会、金属工業会など）は、北部地域

工業訓練センターの業務と深いつながりがある団体であるが、協力関係やコミュニケー

ションはかなり少ない。これは北部地域工業訓練センターの職員の認めるところでもあ

る。なお現在北部地域工業訓練センターに協力している海外機関はスイスコンタクトの

みである。
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・プロジェクトとのかかわりが想定される主な関係機関

　　ＣＥＲＦＩＮ

ＣＥＲＦＩＮ所長（Dierctor de CERFIN）

技術・教務課（Unidad Técnica Pedagógica）

広報課（Relaciones Públicas y Promoción）

　　ＳＥＣＡＰ

総裁（Director Ejecutivo de SECAP）

企画部（Dirección de Planificación）

技術部（Dirección de Técnica）

指導部（Dirección de Operaciones）

職業能力開発機構理事会（Diectorio de SECAP）

労働省（Ministerio de Trabajo）

大蔵省（Ministerio de Finanzas）

スイスコンタクト（Swiscontact）

工業会議所（Cámara de Industiras）

小企業会議所（Cámara de Prqueñas Empresas）

産業組合（Federaciones y Asociaciones Gremiales）

(２) 問題分析及び目的分析

　付属資料２の問題系図及び目的系図を参照。なお援助対象分野としてあらかじめ合意

されていた電気・電子及び金属・機械コースについては、それぞれ小グループに分けて

分析を行った。従って、｢これらのコースの質と数が不十分である（または十分なものと

なる）」は中心問題（または中心目的）と同列のレベルにあるものである。



－30－

1212121212．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画

1212121212－１　プロジェクト名－１　プロジェクト名－１　プロジェクト名－１　プロジェクト名－１　プロジェクト名

 『北部地域工業訓練センター技術向上計画』

（英）The SECAP-CERFIN (North Regional Industrial Training Center)Technical Improvement

Project

（西）Proyecto de Mejoramiento Técnico de SECAP-CERFIN (Centro Regional de Formacion

Industrial Norte)

　当初の要請では「北部地域工業訓練センター向上計画」とされていたが、エクアドル側の強い

希望により「技術」という言葉が追加された。

1212121212－２　協力対象分野及びコース－２　協力対象分野及びコース－２　協力対象分野及びコース－２　協力対象分野及びコース－２　協力対象分野及びコース

(１) 対象分野：電気、電子、機械加工、溶接・板金、訓練計画の５分野

　協力の対象分野として、当初エクアドル側からは、電気、電子、機械加工、溶接・板

金に加えて自動車整備が要請されていたが、職業訓練に対する企業のニーズをみても金

属機械分野が一番多く、次いで電気、電子、自動車整備等となっている（別添15)。ま

た、金属・機械加工と電気・電子技術については、この分野の専門業種のみならず幅広

い業種において必要であると考えられる。これらを総合的に検討し、金属・機械及び電

気・電子技術分野について協力の対象とすることとした。

　一方、自動車整備については、これまでに長期専門家等の派遣、指導員の日本研修に

よる技術移転、機材供与等がなされていること、また、訓練生の多くの所属先である中

小、零細規模修理工場で必要とされている技術については、現指導員で対応できると考

えられること等から判断して、今回協力の対象から外した。

(２) 協力対象：専門モード訓練及び向上訓練

　協力対象コースに関し、養成モード訓練（13～18歳及び18歳以上の無技能者向け）に

ついては、機材整備等がなされれば、訓練内容向上等、エクアドル側で十分対応できる

と思われることなどから、本プロジェクトでは、テクニコ及びテクノロゴ養成の専門モー

ド訓練を協力対象とすることとした。また、向上訓練（レベル不問在職者向け）につい

ては、そのニーズが高いことから協力対象とすることとした。
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1212121212－３　日本側の取るべき措置－３　日本側の取るべき措置－３　日本側の取るべき措置－３　日本側の取るべき措置－３　日本側の取るべき措置

(１) 長期専門家：チーフアドバイザー、調整員及び協力分野専門家５名

(２) 短期専門家：必要に応じ派遣する。

(３) 研修員の受入れ：年間３～４名を日本での技術研修に受け入れる。

(４) 機材供与：予算の許す範囲内で必要な機材を提供する。

１) 訓練計画分野について

　訓練体系及びカリキュラムのところで述べたように、訓練ニーズに基づいて訓練の

体系、カリキュラムを改善する必要があることに対し、エクアドル側、調査団は共通

の認識のもと、当該分野の長期専門家の必要性について合意を得た。訓練ニーズの吸

い上げ→訓練コース企画→教材開発→訓練コース実施→実施評価というような職業訓

練を行う手順、手続きを技術移転し、エクアドル産業界のニーズに応えられる質の高

い訓練を提供できるシステムを築くことが必要である。

２) 工業系４分野について

　ＣＥＲＦＩＮからは、金属・機械科と電気・電子科の長期専門家及び短期専門家の

専門分野について次のとおり希望が出されたが、長期専門家についてはエクアドル側

の要望を考慮して適切な専門家を派遣する旨、また、短期専門家については毎年プロ

ジェクトから要望のあった分野の専門家を派遣するシステムである旨説明を行った。

ａ) 金属・機械科

・長期専門家 工業機械（機械加工）

溶接・金属成型（溶接板金）

・短期専門家 プラスチック成型

裁断・プレス型

鉄骨溶接

ｂ) 電気・電子科

・長期専門家 電気設備（電気）

電子制御及びパワーエレクトロニクス分野（電子）

・短期専門家 冷凍システム

工業計装

オーディオ・ビジュアル
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1212121212－４　エクアドル側の取るべき措置－４　エクアドル側の取るべき措置－４　エクアドル側の取るべき措置－４　エクアドル側の取るべき措置－４　エクアドル側の取るべき措置

(１) Ｃ／Ｐの配置

１) 工業系４分野各３名の職業訓練指導員及び２学科長の系14名

２) 訓練計画分野において教務課長１名、カリキュラムデザイン課長１名

３) 事務職員３名（事務職員２名、運転手１名）

(２) 土地、建物、施設の提供

　エクアドル側は、プロジェクト実施のためＣＥＲＦＩＮ施設を提供する。現存する設

備に対する内装整備等に加え、次のものをプロジェクト実施までに準備する（日本人チー

フアドバイザー室、調整員室、専門家室、その他)。

(３) プロジェクト実施に必要な経費の負担

　プロジェクト予算措置については、予算表を短期調査時までに用意する。

1212121212－５　合同委員会及びワーキングチームの設置－５　合同委員会及びワーキングチームの設置－５　合同委員会及びワーキングチームの設置－５　合同委員会及びワーキングチームの設置－５　合同委員会及びワーキングチームの設置

　年１回行われる合同委員会に加え、プロジェクトにかかわる専門家とＣ／Ｐによるワーキング

チームを設置し、四半期に１度若しくは必要に応じ、各分野における進捗状況及び問題点等につ

いての協議を行う。その結果を合同委員会にて発議することができるものとする。
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1313131313．提　　言．提　　言．提　　言．提　　言．提　　言

　今回の調査、討議を通じて、エクアドル政府が厳しい国際競争の中で同国の産業を支える小規

模工業の技術水準を向上させるためには、技能・技術者の訓練を充実させる必要があることを十

分に認識していること、また政府としては近い将来全国的研修システムの構築を図ろうとしてお

り、この場合北部地域工業訓練センターにその中心的役割を担わせようとしていることも明らか

となった。

　エクアドルは民営化を積極的に進めており、人材育成分野もその例に漏れない。

　ＣＥＲＦＩＮが将来必要とされる技能・技術者育成の中心的機関として機能するためには、

ＣＥＲＦＩＮの訓練能力の向上を人的、物的両面から支援し、本機関を通じて協力の効果を継続

的に発現できるようにすることが求められる。従って、案件形成にあたっては、協力期間終了の

段階でＣＥＲＦＩＮが自らの手で期待された役割を遂行できるよう計画することが肝要である。

すなわち、協力の効果が単にＣＥＲＦＩＮに止まることなく、ＳＥＣＡＰの他の３支局の主要訓

練センターに及び、その後のネットワーク化につながるような仕組みが組めるような方向づけを

行っておくことが肝要である。

　いま１つ考慮すべき点は、無償資金協力との連携である。本プロジェクト方式技術協力を実施

する際、別途検討されている無償資金協力により、技術協力予算のみでは必ずしもカバーしきれ

ない必要な機材をＣＥＲＦＩＮに供与できるよう工夫すべきであろう。更に、自主運営能力の付

与である。たとえ公的使命を有する公的機関といえども、いずれかの時点で自立しなくてはなら

なくなる。現在でも財政的に苦しい状況にあるエクアドル政府の十分な支援を長く期待すること

は困難であろう。将来的には、ＣＥＲＦＩＮとしての財政基盤、経営基盤を確立しておく必要が

ある。エクアドル民営化の波がどこまで押し寄せるかはさておき、先方政府に日本の援助の方針

を十分に理解させ、プロジェクト実施中は100％の民営化は避けるべきであることを承知させて

おかねばならない。

　とはいいながら、現在途上国世界においては広く民営化が進んでいる。従来の日本の援助がこ

のような事態が生じた場合どう対応すべきかを、事前に検討しておくことが望ましい。
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1414141414．今後の対応と留意点．今後の対応と留意点．今後の対応と留意点．今後の対応と留意点．今後の対応と留意点

(１) 無償資金協力との連携について

　エクアドルから提出されていた無償資金協力の要請書は、ＣＥＲＦＩＮを含まないそ

の他の主要訓練センターに対する機材供与申請となっていた。調査団帰国後、無償資金

協力部との検討を行った結果、両スキームでの協力を更に効果的なものにしていくため、

無償協力をＣＥＲＦＩＮに対する重点的な内容に調整していくこととした。協力内容の

デマケーションは、プロ技では専門訓練用機材を中心に、また、無償では養成訓練用機

材（自動車整備を含む）及びプロ技でカバーしきれない機材を含んだ機材供与となる予

定である。

(２) 事前Ｃ／Ｐ研修について

　本プロジェクトが実施されることを前提に、事前にＣＥＲＦＩＮ職員に対するＣ／Ｐ

研修を実施して欲しい旨の要望が出された。今後のプロジェクトの円滑な実施の一助と

なるものと考えられるため、検討が望まれる。

(３) Ｍ／Ｐについて

　日本側で検討したＰＤＭの内容をエクアドル側に提示し、双方による確認・検討の後

決定する。

(４) 先方に依頼した確認事項及び資料等は次のとおり。

確認事項＆資料請求 締切

１) 向上訓練の実施状況（２学科） →1999年３月末

（訓練基準、訓練時間、シラバス、カリキュラム、

　定員、訓練生の年齢、修了者の動向）

２) プロジェクト配置予定Ｃ／Ｐのデータ →短期調査時に入手

（人数、資格、学歴、勤務時間、雇用形態）

３) 申請機材リスト（工具、計測器込みのもの） →1999年３月末

(５) プロジェクトのＣ／Ｐについて

　調査団帰国後、ＳＥＣＡＰより本プロ技協に係るＣ／Ｐリストの提出があったが（別

添12)、詳細データ（資格、学歴、雇用形態）等不明な点が多いため、短期調査にて確認

する。
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[[[[[　別　　添　　別　　添　　別　　添　　別　　添　　別　　添　]]]]]　　　　　

１　指導員養成コース１　指導員養成コース１　指導員養成コース１　指導員養成コース１　指導員養成コース

２　エクアドル国内外研修派遣実績（２　エクアドル国内外研修派遣実績（２　エクアドル国内外研修派遣実績（２　エクアドル国内外研修派遣実績（２　エクアドル国内外研修派遣実績（19871987198719871987～～～～～19981998199819981998年年年年年)))))

３　ＳＥＣＡＰ組織図３　ＳＥＣＡＰ組織図３　ＳＥＣＡＰ組織図３　ＳＥＣＡＰ組織図３　ＳＥＣＡＰ組織図

４　ＳＥＣＡＰにおける訓練実施状況（４　ＳＥＣＡＰにおける訓練実施状況（４　ＳＥＣＡＰにおける訓練実施状況（４　ＳＥＣＡＰにおける訓練実施状況（４　ＳＥＣＡＰにおける訓練実施状況（19981998199819981998年度年度年度年度年度)))))

５　ＣＥＲＦＩＮ訓練コース概要（パンフレット５　ＣＥＲＦＩＮ訓練コース概要（パンフレット５　ＣＥＲＦＩＮ訓練コース概要（パンフレット５　ＣＥＲＦＩＮ訓練コース概要（パンフレット５　ＣＥＲＦＩＮ訓練コース概要（パンフレット)))))

６　ＣＥＲＦＩＮの向上訓練コース６　ＣＥＲＦＩＮの向上訓練コース６　ＣＥＲＦＩＮの向上訓練コース６　ＣＥＲＦＩＮの向上訓練コース６　ＣＥＲＦＩＮの向上訓練コース

７　職業訓練課程ブロック図７　職業訓練課程ブロック図７　職業訓練課程ブロック図７　職業訓練課程ブロック図７　職業訓練課程ブロック図

８　学習計画８　学習計画８　学習計画８　学習計画８　学習計画

９　ＣＥＲＦＩＮ組織図９　ＣＥＲＦＩＮ組織図９　ＣＥＲＦＩＮ組織図９　ＣＥＲＦＩＮ組織図９　ＣＥＲＦＩＮ組織図

101 01 01 01 0　ＣＥＲＦＩＮ施設改装予定図　ＣＥＲＦＩＮ施設改装予定図　ＣＥＲＦＩＮ施設改装予定図　ＣＥＲＦＩＮ施設改装予定図　ＣＥＲＦＩＮ施設改装予定図

111 11 11 11 1　プロジェクト予算案及び内訳　プロジェクト予算案及び内訳　プロジェクト予算案及び内訳　プロジェクト予算案及び内訳　プロジェクト予算案及び内訳

121 21 21 21 2　ＣＥＲＦＩＮインストラクターリスト　ＣＥＲＦＩＮインストラクターリスト　ＣＥＲＦＩＮインストラクターリスト　ＣＥＲＦＩＮインストラクターリスト　ＣＥＲＦＩＮインストラクターリスト

1313131313　Ｃ／Ｐ候補者名簿　Ｃ／Ｐ候補者名簿　Ｃ／Ｐ候補者名簿　Ｃ／Ｐ候補者名簿　Ｃ／Ｐ候補者名簿

141 41 41 41 4　第三国からの北部地域工業訓練センターに対する協力概要　第三国からの北部地域工業訓練センターに対する協力概要　第三国からの北部地域工業訓練センターに対する協力概要　第三国からの北部地域工業訓練センターに対する協力概要　第三国からの北部地域工業訓練センターに対する協力概要

151 51 51 51 5　企業からの分野別訓練ニーズ　企業からの分野別訓練ニーズ　企業からの分野別訓練ニーズ　企業からの分野別訓練ニーズ　企業からの分野別訓練ニーズ
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ

資料２　ＰＣＭワークショップ結果資料２　ＰＣＭワークショップ結果資料２　ＰＣＭワークショップ結果資料２　ＰＣＭワークショップ結果資料２　ＰＣＭワークショップ結果

資料３　調査対処方針資料３　調査対処方針資料３　調査対処方針資料３　調査対処方針資料３　調査対処方針

資料４　クエッショネア及び回答資料４　クエッショネア及び回答資料４　クエッショネア及び回答資料４　クエッショネア及び回答資料４　クエッショネア及び回答

資料５　要請書資料５　要請書資料５　要請書資料５　要請書資料５　要請書

資料６　現地収集資料リスト資料６　現地収集資料リスト資料６　現地収集資料リスト資料６　現地収集資料リスト資料６　現地収集資料リスト
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